
デロイト トーマツ グループには、欧米を中心とした取締役会評価の自己評価・外部評価支援サービスの実績があります。
サービス提供により蓄積された知見をもとに、日本企業のニーズや状況に合わせ取締役会全体の実効性についての分
析・評価の支援が可能です。
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取締役会の実効性評価を行うにあたり、これを単なる制度対応としてではなく、経営に効果的に役
立てるため、まずは自社のコーポレートガバナンスの目的を明確にする必要があります。その上で、
目的に即した評価の範囲や手法、評価にあたって重視すべき要素を検討することが大切です。

コーポレートガバナンスの目的と取締役会の実効性評価の関係性
デロイト トーマツ グループが考える取締役会の
3つの役割とその遂行に必要な8つのポイント

評価のフレームワーク

評価プロセスの一例

※取締役会への陪席、ケーススタディによる検討などを実施する場合あり

ス
テ
ッ
プ

１、２週目

評価計画 1.文書分析 2.サーベイ 3. インタビュー 4. ベンチマーク 報告

準備
３週目から11週目

取締役会の状況把握※と分析
12週目

報告

内
容

成
果
物

取締役会の実効性の分析・評価支援
（自己評価、外部評価）

～コーポレートガバナンス・コードを経営に活かすために～

▶ 分析・評価範囲および分
析・評価を実施する際の
役割についての決定

▶ 分析・評価を実施する
スケジュールの作成

・手法の決定とスコープ
の定義

・プロジェクトスケジュール
・プロジェクト体制

・文書分析リスト
・文書分析リスト

・サーベイ項目
・回答分析結果

・評価結果報告書
・次年度アクションプラン

・インタビュー項目
・インタビュー回答分析

結果

・ベンチマーク結果

取締役会に関する社内
規程や運営状況を把握
するため、関連書類を分
析する

サーベイを通じて、取締
役等の意見を取りまと
め、分析する
※社外関係者を対象とするこ
とも可能

取締役・監査役等を対
象に個別インタビューを
行い、取締役会の運営に
対する意見を共有する

同業他社等と比較し、
自社取締役会の整備状
況や運営状況等を検討
する

▶ 評価結果を、取締役会
に報告

▶ 評価結果に基づき、継
続的な実効性向上の
仕組みを提案

取締役会
メンバーの
多様性

取締役の
スキル

取締役会／
取締役の
役割設定

取締役会
議長の
リーダー
シップ

企業の
組織体制

取締役会が
入手すべき情報 取締役会の

議案内容と
審議時間

取締役の
パフォーマンス
分析

環境変化を洞察する

組織目的 優先順位
の決定と
ゴールの
設定

情報取得と
　 リスク
　  マネジメント

ステークホルダーへの説明責任を主眼（機能の透明性（仕組み））

組織のパフォーマンス向上を主眼（機能の実効性（実質））

コーポレートガバナンスの目的

説明責任
透明性のある説明責任の遂行

および実行責任の促進を確立する
倫理観と価値観を示す

事業の中心的価値観を駆る
戦略の提供

戦略目標を達成する

より良い意思決定
より迅速・良い意思決定を行う

コストコントロール
費用対効果の高い運営をする

レピュテーションの保護
レピュテーションリスクを低減する

事件対応
トラブルの発生に対して効果的に

対応できるような仕組みを整備する

規制遵守の達成
規制規則の要求事項を遵守し

運営する

投資の誘致
戦略実行の能力により
投資家から信頼される
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海外の知見も活かし、以下のサービスが提供可能となっています。
■コーポレートガバナンス・コード導入支援
■ 取締役・監査役研修支援（日本語・英語対応）
■ 取締役会の実効性の分析・評価支援（自己評価、外部評価）
■ 統合報告書作成支援サービス

上記サービス以外でも、従来からコーポレートガバナンス・コード対応を含め、
デロイト トーマツ グループの総合力を活かし、一貫したサービスを提供します。
■ 中期経営計画策定支援
■リスク評価、リスクマネジメント体制構築サービス
■ 内部監査体制構築・運用支援
■ 取締役報酬制度の構築サービス
■ 監査等委員会設置会社への移行助言サービス　等

コーポレートガバナンス・コードを経営に活かすための支援（一覧）

日系企業のためのグローバルサービスネットワーク 
（JSG: Japanese Services Group）

デロイト トーマツは、互いの文化を尊重し、一体化されたグ
ローバルなネットワーク組織であるDeloitteのメンバー
ファームであり、海外約80都市のJSGバイリンガルが、デロイト
の専門家とともに地域に適合したきめ細やかなサービスを
提供しています。
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▪バンクーバー
▪サンティアゴ
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